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１．【該当箇所】 「4 本会合における議論」「（3）PF サービスの設計上の青少年保護措

置」「① 保護措置の在り方」 

 

【意見】 

一律の年齢制限を避けるという大きな方向性に強く賛同する。また、サービスごとのリス

ク評価と保護措置を求める方向性については妥当である。今後の詳細な制度検討にあたっ

ては、事業者の実務運用や技術的実現性を踏まえ、一定の裁量を確保しつつも、予見可能

性を高めるガイドライン等を策定することを求める。 

  

＜対象サービスについて＞ 

● SNS には不特定多数との交流を目的とするもの、特定の者とのクローズドなやり

取りを主体とするもの、こどもの利用を前提としていないもの等があり、サービス

の規模や性質、ユーザー層が多種多様なものがある。本報告書内では、環境整備法

上の「特定サーバー管理者」や、より一般的な「PF 事業者」という言葉が青少年

保護措置を行う関係者として言及されているが、言葉の定義と射程が広いために、

青少年に対するリスクが低いサービスにまで過剰な規制が及ばないよう配慮いただ

きたい。対象とすべき事業者については、サービスの性質や機能に基づくリスクの

度合を考慮し、規制が必要と思われるサービスを定義上明確にしていただきたい。

また、対象とするサービスについては、このような各 SNS の性質の差異を充分に

踏まえたものとしていただきたい。 

● 例えば、オーストラリアやイギリスではメッセージングサービスを対象外としてい

るなど、不特定多数への拡散等が想定されない、一対一や少人数でのプライベート

な通信サービスについては、未成年者の社会生活上必要な連絡手段が失われること

がないよう、未成年者へ及ぶリスクなどに応じて対象外とするなど、不特定多数に

よる交流を目的とするものとの取扱いを区別していただきたい。 

● 加えて、EC サイトやオンラインマーケットプレイス等の取引型サービスに掲載さ

れている商品紹介や購入者による評価等、あるいは商品の販売促進やカスタマーサ

ポートを目的としたライブコマース機能等は、あくまで商品販売という主目的に付

随して用意されている機能であり、見知らぬ不特定の他人との交流を主目的とした

SNS サービスとは目的及びリスクの度合が根本的に異なる。よって、EC サイトや

オンラインマーケットプレイス等の取引型サービスは、本報告書の規制対象事業者



から明示的に除外いただきたい。 

 

＜リスク評価項目の標準化と評価ガイドラインの策定＞ 

● 各事業者にサービスのリスク評価と公表を求める方針は、SNS 等が内包するリス

クを透明化できる点で理解できる。ただし、サービスや制御機能の脆弱性に踏み込

んだ詳細なリスク評価を求める場合、不正者によるかいくぐりを防ぐため、その結

果については、評価者や規制当局への提出にとどめるなど、一般公開については慎

重に取り扱っていただきたい。 

● 今後検討を進めるにあたっては、リスクおよび保護措置について、各事業者が保有

する高度な知見やサービスの特性を活かし、事業者の実務運用を踏まえつつ、どの

ような性質のサービスの、どのようなリスクに対して、どのような対策が考えられ

るか、それらをどう評価すべきかについて、可能な限り、評価の基本的なフレーム

ワークや大枠の方向性を示すガイドラインを策定いただきたい。また、その際、技

術やサービスの急速な進化を阻害しないよう、保護措置の内容については非限定的

な例示列挙とするなど、事業者の主体的な創意工夫や裁量を十全に認める設計とす

ることを求める。 

● なお、既に自社内または他国の規制対応において同様のリスク評価を実施している

事業者も存在するところ、策定されるガイドラインはあくまでガイダンスとして位

置付けていただき、同等の評価目的を達成できる独自の方法を用いている事業者に

ついては、その方法による評価も認められるよう、一定の柔軟性を確保していただ

きたい。 

● また、特定のサービスが複数の要素によって構成されている場合、リスク評価や必

要な保護措置の義務付けが、サービス単位（アプリごと、等）で行われるのか、あ

るいは、サービス内の個々の構成要素単位（アプリ内に構成される個々のサービ

ス、等）で行われるのか、その評価基準を明確にしていただきたい。 

 

＜第三者による評価について＞ 

● 自主的なリスク評価に対する「評価を行う第三者機関」の関与にあたっては、複雑

化するデジタルプラットフォームの技術的特性や運用実態に対する専門的知見の不

足、あるいは特定の偏向（バイアス）に基づく不当な評価がなされるリスクが懸念

される。また、評価プロセスの硬直化や非効率な運営は、かえって実効的な青少年

保護対策の迅速な実装を阻害し、事業者に不合理かつ過度な規制コストを強いる結

果を招きかねない。したがって、当該第三者機関の中立性・客観性・専門性を担保

するとともに、明確な評価基準や適正手続き（デュープロセス）を定義する適切な

ガバナンス体制の設計に細心の注意を払っていただきたい。 

● 第三者による評価について、中小事業者の参入障壁の観点や制度の持続可能性の観

点から、対象事業者の金銭的負担を前提としない持続可能な枠組みが必要である。



日本におけるインターネット産業の活力を失わせることのないよう、中小事業者へ

の配慮や新規参入への阻害とならないようにしていただきたい。 

● サービスごとの特性に応じた様々な保護措置がありうるという視点を踏まえ、一方

的な見方で評価されるものとならないよう、評価基準の議論に事業者が一定程度関

与できる機会を設けることを検討いただきたい。 

● なお、サービス提供者（アプリ事業者等）が申請して評価を受ける等、第三者評価

を経なければサービスをリリースできないという制度は適切ではないと考える。 

 

＜外部評価におけるデータ収集について＞ 

● 事業者外部からの評価や、検証に必要なデータの収集措置の検討に際しては、プラ

ットフォームが保有するユーザーのプライバシー等に係る情報や、営業秘密（アル

ゴリズムにかかわるコード等）の開示を伴う可能性があることから、非公開で情報

の取扱者の範囲を制限する、利用目的を厳格に制限する等、各事業者の事業活動へ

の影響に最大限配慮いただきたい。 

 

＜SNS 等の利用実態に基づく対象事業者の定量的・階層的な基準設定＞ 

● リスクや影響力の程度に鑑み、青少年の利用実態に着目した基準設定を行うことは

妥当と考える。また、各事業者が通常の事業運用において過度な負担のない計測方

法を検討いただきたい。 

● 加えて、青少年への影響力やリスクの高さに応じて求める措置のレベルを変える等

の階層的なアプローチを検討いただきたい。 

● その上で、実務上、「自社サービスが規制対象に該当するのか」が明確に判断でき

るよう、 定量的な基準をガイドライン等で示すことを検討いただきたい。 

 

＜外部評価の実施頻度について＞ 

● リスク評価及び保護措置等の外部評価については、一度評価を行った上で、充分な

保護措置等が取られている場合は、以後、特段の事情変更がない場合は当該サービ

スを評価の対象外とする等、評価者及び事業者の双方にとって効率的な実施頻度と

していただきたい。 

 

＜保護措置の実装までの充分な期間の確保＞ 

● 保護措置の実装においては、サービスごとのリスク評価を踏まえたサービス・バ

イ・デザインによる開発を伴うものであり、通常、実装に一定の時間がかかること

が想定される。保護措置のサービスへの実装に必要な期間を充分確保していただく

よう配慮いただきたい。 

● なお外部評価機関は、制度設計が適切であれば、特定の製品に関してリスクの存在

を客観的に指摘することは一定程度可能と考えられる。しかし、具体的な製品設計



を行うために必要となる、いわば社内のプロダクトマネージャーと同等以上のコン

テキストや詳細な情報を、外部の立場から保有することは事実上不可能である。こ

うした情報の限界を前提として、外部評価機関が行い得る評価の強度については、

過度な介入とならないよう、謙抑的に設計されるべきと考える。 

 

 

２．【該当箇所】「4 本会合における議論」「（3）PF サービスの設計上の青少年保護措

置」「② 保護措置の前提となる「年齢確認」」について 

 

【意見】 

● 自己申告であっても、例えば、保護者による確認と併せて一定の信頼性が担保され

る等、他の手段と併せる等により充分な信頼性が確保されるものがあることを踏ま

えることも必要である。 

● 年齢確認の一律の厳格化や特定の手段についてガイドライン等で画一的な基準を設

けるのではなく、既に様々な取り組みが行われていることも踏まえて、各事業者が

サービスの性質やユーザー層等を総合的に勘案し、現実的に実装可能な手段を一定

程度柔軟に採用できるよう、信頼性が担保された年齢確認として一定の裁量を認め

る枠組みとすることを求める。また、年齢確認が特に重要となるサービスもあろう

が、そもそも青少年へのリスクが低いものもあり、サービスの性質等に基づくリス

クに応じた比例的な対応を検討いただきたい。 

● 年齢確認をすり抜けた利用者への措置については、SNS 等の利用にあたり年齢確

認の手段や運用実態を踏まえた現実的なものとなるよう配慮いただきたい。 

 

 

以上 


